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技能実習制度運用要領の一部改正について

令和元年６月１０日

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28 年法律第 89 号）に基づく技能実習制度の運用に必要な事項を定めた

技能実習制度運用要領について、下記のとおり必要な改正を行いましたので、公表いたします。

記

赤字が修正部分

通し

番号

該当

ペー

ジ

改正箇所 現行 改正

表紙 編者 平成３０年４月 出入国在留管理庁・厚生労働省 編 令和元年６月 出入国在留管理庁・厚生労働省 編

２ 第１章３行

目から

９行目

これまでは「出入国管理及び難民認定法」（昭和 26 年政令第 319 号。

以下「入管法」という。）とその省令を根拠法令として実施されてきたもので

すが、平成２８年の技能実習制度の見直しに伴い、新たに技能実習法とそ

の関連法令が制定され、これまで入管法令で規定されていた多くの部分

が、この技能実習法令で規定されることになりました。

ただし、制度の趣旨は以前と変わりがなく、

これまでは「出入国管理及び難民認定法」（昭和 26 年政令第 319 号。

以下「入管法」という。）とその省令を根拠法令として実施されてきたもので

すが、平成２８年の技能実習制度の見直しに伴い、新たに技能実習法とそ

の関連法令が制定され、これまで入管法令で規定されていた多くの部分

が、この技能実習法令で規定されることになりました。

ただし、制度の趣旨は以前と変わりがなく、

１２ ④ 今後機構のＨＰ等により周知していきます。 今後機構のＨＰ等により周知しています。

２６ 規 則 第 ２

条二

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

２７ ○５つ目 本邦の公私の機関と国際的な業務上の提携を行っていることその他の密

接な関係を有する機関であるとして出入国在留管理官及び厚生労働大

本邦の公私の機関と国際的な業務上の提携を行っていることその他の密

接な関係を有する機関であるとして出入国在留管理庁長官及び厚生労
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臣が認めるもの（規則第２条第２号。同条第１号と同等と評価できるものを

同長官及び同大臣が認定）

働大臣が認めるもの（規則第２条第２号。同条第１号と同等と評価できるも

のを同長官及び同大臣が認定）

２８ ○１つ目 出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

３４ ○ ５ つ 目

（２か所）

出入国在留管理長官及び厚生労働大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

３６ 第８条 出入国在留管理長官及び厚生労働大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

３６ 規 則 第 ３

条第二号

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

３６ 規 則 第 ５

条第１項

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

３７ ○２つ目 出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

３８ ○１つ目 出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

４３ 留 意 事 項

（２か所）

法務大臣、出入国在留管理長官及び厚生労働省 法務大臣、出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

４５ 法 第 ９ 条

（２か所）

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

４７ 法第９条 出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

５２ 附 則 第 ４

条（２か所）

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

５２ 附 則 第 ５

条（２か所）

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

５３ 附 則 第 ６

条（２か所）

出入国在留管理長官 出入国在留管理庁長官

６８ （８）○２つ

目

法務省､出入国在留管理庁，厚生労働省 法務省、出入国在留管理庁、厚生労働省
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６９ 法第９条 出入国在留管理長官及び厚生労働大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

７１ 法第９条 出入国在留管理長官及び厚生労働大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

８５ （１２）○２

つ目

法務省、厚生労働省及び機構 法務省、出入国在留管理庁、厚生労働省及び機構

９４ （６）○１つ

め

法務省、厚生労働省及び機構 法務省、出入国在留管理庁、厚生労働省及び機構

９４ ○３つ目 なお，下記②のⅠ及びⅡ（斜体字部分）については、講習の整備から 1 年

後である平成３１年４月１日から評価項目としてカウントするものとします。

なお、下記②のⅠ及びⅡ（斜体字部分）については、講習の整備から 1 年

後である平成３１年４月１日から評価項目としてカウントするものとします。

１６３ 【 留 意 事

項】○１つ

目

技能実習法令の規定により法務大臣、出入国在留管理庁長官及び厚生

労働大臣又は機構に提出する資料が外国語により作成されているときは、

その資料に日本語の翻訳文を添付しなければなりません（規則第６８条第

１項）。また、技能実習法令の規定により法務大臣及び厚生労働大臣若し

くは出入国在留管理長庁官及び厚生労働大臣又は機構に提出し、又は

事業所に備えて置く日本語の書類に、技能実習生の署名を求める場合に

は、技能実習生が十分に理解できる言語も併記の上、署名を求めなけれ

ばなりません（規則第６８条第２項）。

技能実習法令の規定により法務大臣、出入国在留管理庁長官及び厚生

労働大臣又は機構に提出する資料が外国語により作成されているときは、

その資料に日本語の翻訳文を添付しなければなりません（規則第６８条第

１項）。また、技能実習法令の規定により法務大臣及び厚生労働大臣若し

くは出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣又は機構に提出し、又は

事業所に備えて置く日本語の書類に、技能実習生の署名を求める場合に

は、技能実習生が十分に理解できる言語も併記の上、署名を求めなけれ

ばなりません（規則第６８条第２項）。

１９６ ○１つめ なお，下記①のⅢ（斜体字部分）については、講習の整備から 1 年後であ

る平成３１年４月１日から評価項目としてカウントするものとします。

なお、下記①のⅢ（斜体字部分）については、講習の整備から 1 年後であ

る平成３１年４月１日から評価項目としてカウントするものとします。

２１７ 第５章第４

節

規則第 35 条 （略）

３ 第三十二条第四項第二号イの方法により行われた明示事項の明示

は、書面被交付者の使用に係るファクシミリ装置により受信した時に、同号

ロの方法により行われた明示事項の明示は、当該書面被交付者の使用に

係る通信端末機器に備えられたファイルに記録された時に、それぞれ当

該書面被交付者に到達したものとみなす。

規則第 35 条 （略）

３ 第三十二条第四項第二号イの方法により行われた明示事項の明示

は、当該書面被交付者の使用に係るファクシミリ装置により受信した時に、

同号ロの方法により行われた明示事項の明示は、当該書面被交付者の使

用に係る通信端末機器に備えられたファイルに記録された時に、それぞれ

当該書面被交付者に到達したものとみなす。
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２６５ 法 第 ４ ９

条。３か所

主務大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

２６５ ○２つ目 主務大臣 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣

２６７ ○１つ目。

法第５０条

出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は実習実施者に対し、主務大

臣は監理団体に対し、必要があると認めるときは、必要な指導及び助言を

することができます。また、主務大臣は、

出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は実習実施者に対し、主務大

臣は監理団体に対し、必要があると認めるときは、必要な指導及び助言を

することができます。また、出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、

２６７ ○２つ目。

法第５１条

主務大臣はその措置の円滑な実施のために必要があると認めるときは、実

習実施者や監理団体等に対する指導及び助言を行うことができます（法

第５１条）。

出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は実習実施者及びその関係

者に対し、主務大臣は監理団体及びその関係者その他関係者に対し、そ

の措置の円滑な実施のために必要があると認めるときは、指導及び助言を

行うことができます（法第５１条）。

２６８ ○３つ目。 技能実習を行うに当たって生ずる様々な問題について対応します。 技能実習を行うに当たって生ずる様々な問題について対応しています。

２８０ 第２節第４ 第４ 養成講習機関の更新手続

○ 養成講習機関については年度ごとに更新手続きを行います。監理団

体を対象とした養成講習の更新を希望する者は、監理責任者等講習更

新申込書（参考様式第５－１３号）、実習実施者を対象とした養成講習の

更新を希望する者は、技能実習責任者講習等更新申込書（参考様式第

５－１４号）を作成し、翌年度の養成講習実施日程書（参考様式第５－３

号、第５－４号）の案を添えて、１月末までに主務省庁（提出先：厚生労働

省人材開発統括官付海外人材育成担当参事官室）に提出してください。

第４ 養成講習機関の更新手続

○ 養成講習機関については年度ごとに更新手続きを行います。監理団

体を対象とした養成講習の更新を希望する者は、監理責任者等講習機

関更新申込書（参考様式第５－１３号）、実習実施者を対象とした養成講

習の更新を希望する者は、技能実習責任者講習等機関更新申込書（参

考様式第５－１４号）を作成し、翌年度の養成講習実施日程書（参考様式

第５－３号、第５－４号）の案を添えて、１月末までに主務省庁（提出先：

厚生労働省人材開発統括官付海外人材育成担当参事官室）に提出して

ください。



5

２８１ 第３節第１ 第３節 養成講習の内容等

第１ 養成講習の対象者

○ 監理団体を対象とした養成講習については、１種類の科目「監理責任

者等講習」として、以下の者を対象に実施します。

① 監理事業を行っている者又は行おうとする者により、監理責任者、指

定外部役員又は外部監査人として選任されている者（選任予定の者も含

む。）

② その他監理責任者等養成講習を受講して、監理事業に関する一定水

準の知識を習得し、理解を深めようとする者（監理団体の監理責任者以

外の監査を担当する職員を含む。）

第３節 養成講習の内容等

第１ 養成講習の対象者

○ 監理団体を対象とした養成講習については、１種類の科目「監理責任

者等講習」として、以下の者を対象に実施します。

① 監理事業を行っている者又は行おうとする者により、監理責任者、指

定外部役員又は外部監査人として選任されている者（選任予定の者も含

む。）

② その他監理責任者等養成講習を受講して、監理事業に関する一定水

準の知識を習得し、理解を深めようとする者（監理団体の監理責任者以

外の監査を担当する職員を含む。）

２８５ 第３節第３ （６） 受講者名簿の作成等

○ 受講者名簿の写し１通及び実施報告書の原本は、四半期毎（４月

～６月、７月～９月、１０月～１２月、１月～３月）にとりまとめ、各四半期の

翌月末までに主務省庁（提出先：厚生労働省人材開発統括官海外人材

育成担当参事官室）に提出してください。

（略）

（６） 受講者名簿の作成等

○ 受講者名簿の写し１通及び実施報告書の原本は、四半期毎（４月

～６月、７月～９月、１０月～１２月、１月～３月）にとりまとめ、各四半期の

翌月末までに主務省庁（提出先：厚生労働省人材開発統括官付海外人

材育成担当参事官室）に提出してください。

（略）

２９２ 第７節 第７節 養成講習における理解度テスト

○ 第５節の養成講習の講習内容について、当日の講習受講者が理解で

きているかを下記に掲げる事項に則したペーパーテストにより確認するこ

とが必要です。

③ 問数 主務省庁から配布される理解度テスト用の問題

第７節 養成講習における理解度テスト

○ 第５節の養成講習の講習内容について、当日の講習受講者が理解で

きているかを下記に掲げる事項に則したペーパーテストにより確認するこ

とが必要です。

③ 問い数 主務省庁から配布される理解度テスト用の問題
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集の中から、20 問選択すること。

③ 合否 監理責任者等講習は正答率 80％以上（正答数

16 問以上）、技能実習責任者講習、技能実習

指導員講習及び生活指導員講習は正答率 70％

以上（正答数 14 問以上）を合格とする。

⑤～⑦（略） （略）

集の中から、20 問選択すること。

④ 合否 監理責任者等講習は正答率 80％以上（正答数

16 問以上）、技能実習責任者講習、技能実習

指導員講習及び生活指導員講習は正答率 70％

以上（正答数 14 問以上）を合格とする。

⑤～⑦（略） （略）

参考

様式

１ －

５号

技 能 実 習

責 任 者 の

就 任 承 諾

書 及 び 誓

約 書 ３

（３）

法務大臣及び厚生労働大臣又は機構 法務大臣、出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣又は機構

参考

様式

１ －

１ ６

号

技 能 実 習

生 の 報 酬

に関する説

明書。「規

則 」 を 追

加 。 性 別

欄を削除。

参考様式第１－１６号（規則第８条第１４号関係）

１ 技能実習生に対する報酬

①技能実習生の氏名
ローマ字

漢字

②（略）

③技能実習生の年齢、

性別及び経験年数
（  才）（経験 年）

④～⑦（略）

参考様式第１－１６号（規則第８条第１４号関係）

１ 技能実習生に対する報酬

①技能実習生の氏名
ローマ字

漢字

②（略）

③技能実習生の年齢、

性別及び経験年数
（  才）（経験 年）

④～⑦（略）
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参考

様式

第１

－1

６号

性 別 欄 を

削除

２ 同程度の技能等を有する日本人労働者がいる場合

②比較対象と

なる日本人労

働者の年齢、

性別及び経験

年数

（     才 ）  （経験    年）

２ 同程度の技能等を有する日本人労働者がいる場合

②比較対象と

なる日本人労

働者の年齢、

性別及び経験

年数

（     才 ）  （経験    年）

参考

様式

第１

－1

６号

性 別 欄 を

削除

３ 同程度の技能等を有する日本人労働者がいない場合

②最も近い職務を

担う日本人労働者

の年齢、性別及び

経験年数

（     才 ）  （経験  年）

３ 同程度の技能等を有する日本人労働者がいない場合

最も近い職務を担

う日本人労働者の

年齢、性別及び経

験年数

（     才 ） （経験  年）

参考

様式

第１

－２

６号

理由書 法務大臣 出入国在留管理庁長官

参考

様式

第１

－３

２号

協 定 内 容

証 明 書 。

① 協 定 締

結機関

定締結機関 協定締結機関
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参考

様式

２ －

１ ２

号

外 国 の 送

出 機 関 の

推 薦 状 。

「 規 則 」 を

追加

参考様式第２－１２号（規則第２７条第１項第１号へ関係） 参考様式２－１２号（規則第２７条第１項第１１号へ関係）

参考

様式

２ －

１ ６

号

団 体 監 理

型 技 能 実

習 の 取 扱

職 種 の 範

囲等

４ 食品製造関係（９職種１４作業）

コード 職種 作業

（略） （略） （略）

4-9-1 そう菜製造業 そう菜加工作業

７ その他（１３職種２５作業）

コード 職種 作業

（略） （略） （略）

7-13-

1
介護 介護

４ 食品製造関係（９１１職種１４１６作業）

コード 職種 作業

（略） （略） （略）

4-9-1 そう菜製造業 そう菜加工作業

4-10-1 農産物漬物製造業 農産物漬物製造

4-11-1 医療・福祉施設給食製造 医療・福祉施設給食製造

７ その他（１３１４職種２５２６作業）

コード 職種 作業

（略） （略） （略）

7-13-1 介護 介護

7-14-1 リネンサプライ リネンサプライ仕上げ

参考

様式

４ －

５号

管 理 費 管

理簿

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日

参考

様式

５ －

監 理 責 任

者 等 講 習

受 講 証 明

平成  年  月  日、都道府県名において、管理責任者等講習を受講

したことを証明する。

                               平成  年  月  日

平成  年  月  日、都道府県名において、管理責任者等講習を受講

したことを証明する。

                               平成  年  月  日
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５号 書

参考

様式

５ －

６号

技 能 実 習

責 任 者 講

習 受 講 証

明書

平成  年  月  日、都道府県名において、技能実習責任者講習を受

講したことを証明する。

                               平成  年  月  日

平成  年  月  日、都道府県名において、技能実習責任者講習を受

講したことを証明する。

                               平成  年  月  日

参考

様式

５ －

７号

技 能 実 習

指 導 員 講

習 受 講 証

明書

平成  年  月  日、都道府県名において、技能実習指導員講習を受

講したことを証明する。

                               平成  年  月  日

平成  年  月  日、都道府県名において、技能実習指導員講習を受

講したことを証明する。

                               平成  年  月  日

参考

様式

５ －

８号

生 活 指 導

員 講 習 受

講証明書

平成  年  月  日、都道府県名において、生活指導員講習を受講し

たことを証明する。

                               平成  年  月  日

平成  年  月  日、都道府県名において、生活指導員講習を受講し

たことを証明する。

                               平成  年  月  日

参考

様式

５ －

１ ３

号

監 理 責 任

者 等 講 習

機 関 更 新

申込書

監理責任者等講習更新申込書 監理責任者等講習機関更新申込書

参考

様式

５ －

１ ４

号

技 能 実 習

責 任 者 講

習 等 更 新

申込書

技能実習責任者講習等更新申込書 技能実習責任者講習等機関更新申込書
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